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電力負荷平準化について

A

平均電力

負荷率＝Ｂ／Ａ

最大電力

○負荷平準化対策とは、電力負荷を需要の多い時期から需要の少ない時期に移行（ピークシフト）、需

要の多い時期の電力需要を削減（ピークカット）、需要が少ない時期の電力需要を創出（ボトムアッ

プ）することにより、最大需要電力の抑制等を図ることで必要となる設備容量を減らす等、効率的な

電源運用を図るもの。

B

ピークシフト

（昼間の電力需要を夜間に移行）

夜 昼 夜

ボトムアップ

（夜間の電力需要を引き上げ）

夜 昼 夜

ピークカット

（昼間の電力需要を削減）

夜 昼 夜

○電力の安定供給の確保（安定供給）
ピーク需要を抑制することで、需要増による供給力不足のリスクを軽減

○電力供給コストの低減（経済性）
ピーク需要に対応した設備投資を低減

○原子力発電所の着実な推進（環境適合等）
夜間における電力需要創出によりベース電源である原子力発電の導入余地の拡大や設備利用率が向上。（原子
力発電１基（135万kW級）の導入により約700万tのCO2が削減。原子力設備利用率が１％向上することで、我が国
全体で約300万tのCO2を削減。）

電力負荷平準化の意義
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年負荷率の推移年負荷率の推移

○冷房需要の増加等により我が国の年負荷率※は、低下傾向にあったが、空調機器の高効率

化・省エネの進展、ヒートポンプ・蓄熱システム等の負荷平準化機器の普及、電気料金メ

ニューの多様化等の対策の結果、近年改善傾向にある。

出典：電気事業連合会「電気事業便覧」等出典：電気事業連合会「電気事業便覧」等

※年負荷率＝年間平均電力（kW）／年間最大電力（kW）×100



3

最大需要電力における夏季需要・ベース需要の推移最大需要電力における夏季需要・ベース需要の推移

○家庭用エアコンやビル等の冷房空調設備の普及により夏季需要の比率は、増加傾向にあっ

たが、近年は空調機器の高効率化・省エネの進展などにより横ばい傾向。

出典：日本電力調査委員会資料出典：日本電力調査委員会資料
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冷房機器の普及状況冷房機器の普及状況

○家庭用ルームエアコンの出荷台数は、1970年代後半以降着実に増加しており、1998年度に
は約800万台を記録し、普及率は約89％にまで達している。

○業務用パッケージエアコンの出荷台数は、1991年度に100万台を記録し、それ以降は70万
台程度で推移。

出典：出荷台数：日本冷凍空調工業会「統計資料」
普及率：内閣府「消費動向調査」

出典：出荷台数；日本冷凍空調工業会「統計資料」
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年負荷率の推移（欧米諸国比較）年負荷率の推移（欧米諸国比較）

○近年、我が国の年負荷率は改善傾向にあるが、ヨーロッパ諸国と比較すると低い水準。

○我が国の年負荷率が欧州と比較して低い水準にある主な理由としては、気候の違いにより

我が国は欧州と比べて夏季の冷房需要が多いことが挙げられる。

45

50

55

60

65

70

75

80

85

1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005

(%)

ドイツ

イギリス

フランス

アメリカ

日本

イタリア

出所）「海外電気事業統計」社団法人海外電力調査会

注）１．日本は年度、他は暦年
２．ドイツは95年以前は旧西ドイツ地域の値である。

３．イギリスは85年以前はGreat Britain

４．日本は送電端３日平均最大(電気事業用計：生実績)，その他は送電端１日最大である。

５．イタリアは81年から送電端ベース、それ以前とは連続性なし
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日本と欧米の負荷率の比較日本と欧米の負荷率の比較

出典：電気事業連合会「電気事業便覧」 出典：気象庁データベース

○欧州の主要都市と気候が類似する地域（北海道、東北）の年負荷率は欧州の年負荷率と同

水準。
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一般電気事業者の負荷率の比較一般電気事業者の負荷率の比較

○一般電気事業者各社で比較すると、北海道、東北、北陸など、夏季ピークが相対的に

低く冬季に需要が高い地域の年負荷率が高い。

○1990年と2007年実績を比較すると、すべての地域で年負荷率は改善傾向（10社計で約

10%の改善）。

出典：電気事業連合会「電気事業便覧」
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電力負荷平準化の改善に向けた取組の経緯電力負荷平準化の改善に向けた取組の経緯

○電力負荷平準化は、電力需給の安定化を図り、電力コストとCO2排出量の削減に寄与す

ることから、電力負荷率の改善に向けた取組が継続的に実施されてきたところ。

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

1964年
深夜電力料金制度の導入

1984年
第2深夜電力制度の導入

1988年
季節別時間帯別料金制度
の導入

電気温水器

1970年
蓄熱システム向け

割引制度の導入

ユニット型氷蓄熱式
空調システム

エコアイス NaS電池

エコベンダー エコキュート

1996年
選択約款（負荷平準化に資する

料金メニュー）の導入

料
金

技
術

【主な取組】
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電力負荷平準化対策の概要

○電力の負荷平準化を進めるため、ピークシフト、ピークカット、ボトムアップを図るた

めの方策が行われている。

対策例
負荷平準化の効果が期待
できるもの

①ピークシフト

・蓄熱式空調（エコアイス等）
・エコベンダー（自販機）
・蓄電池
・電気料金メニューによるインセンティブ

・揚水発電所

②ピークカット

・高効率空調
・ガス冷房
・省エネ機器
・電気料金メニューによるインセンティブ

・太陽光発電
（晴天時の昼間ピークのみ）

③ボトムアップ
・夜間給湯器（エコキュート等）
・電気料金メニューによるインセンティブ

・電気自動車
・プラグインハイブリッド車
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電力負荷平準化対策（①ピークシフト効果）

ヒートポンプ・蓄熱システム

夜間の電力で熱源機を運転し、夏は冷水
（氷）、冬は温水を蓄える。

昼間は、蓄熱槽に蓄えられた冷水（氷）
や温水を利用して冷暖房を行う。

○空調需要の少ない夜間に空調に必要な熱を氷・温水等として蓄熱し、空調需要の多い昼間に活用。

○蓄熱媒体としては、水蓄熱、氷蓄熱、潜熱蓄熱、躯体蓄熱、土壌蓄熱など。

○蓄熱のための高効率なヒートポンプの一定出力での運転は、負荷に応じた運転よりも効率的でCO2
排出量削減効果がある。
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電力負荷平準化対策（①ピークシフト効果）

○蓄電池は、電力需要の少ない夜間に蓄電し、電力需要の多い昼間に放電。

○夜間電力の活用や契約電力を下げることによるコスト削減が可能。

○非常用電源、瞬時電圧低下対策としても活用可能。

NaS電池

蓄電池

NaS電池の仕組み（イメージ図）



出所：（財）ヒートポンプ・蓄熱センター調べ

蓄熱式空調蓄熱式空調システムの導入状況システムの導入状況 蓄電池（蓄電池（NaSNaS電池電池等）の導入状況）の導入状況

蓄熱式空調システム、蓄電池の導入状況蓄熱式空調システム、蓄電池の導入状況

12

○蓄熱式空調システム、蓄電池の普及台数は年々増加し、2007年度末の累計で、それぞれ

約27,000件、約160件。

○ピークシフト効果は、合計190万kW（約170万kW、約20万kW）。



電力負荷平準化対策（①ピークシフト効果）電力負荷平準化対策（①ピークシフト効果）

1313

エコベンダー（省エネ型自動販売機）

○自販機メーカー、飲料メーカー、電力会社が共同開発した省エネ型飲料自販機。
○夏場（7月1日～9月30日）の午前中（10時～13時）に商品を冷却し、電力需要がピークを迎
える午後（13～16時）に冷却運転をストップすることで、ピーク時間帯の消費電力の約90%
を削減。
○1995年から設置が始まり、現在では全国の缶飲料自販機約220万台のうち、北海道を除く地
域のほぼすべてがエコベンダーに置換。

24:00

通常運転モード
ピークシフト
モード

ピークカット
モード

0:00 10:00 13:00 16:00

通常運転モード

設定した温度で通常運転

設定より低い温度で冷却運転 自動的に冷却装置の運転を停止

エコベンダーの１日の運転モード

設定した温度で通常運転

出典：日本自動販売機工業会、富士電機リテイルシステムズ他
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電力負荷平準化対策（②ピークカット効果）

高効率空調機

○家庭用エアコンの性能は、ここ20年間で効率（COP）が約2倍に向上。

○業務用空調機によるピークカット効果は、約46万ｋWと試算。
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家庭用エアコン（2.8kWクラス）の効率の推移

出典：（財）ヒートポンプ・蓄熱センター「ヒートポンプ・蓄熱白書」
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【試算前提】
1990年の各COP想定：空冷2.5、水冷：3.0、ターボ：4.0
高効率型の各COP想定：空冷4.0、水冷：5.0、ターボ：6.0
出荷されたエアコンの出荷数にそれぞれのCOPで消費電力を求め、その差分により試算

冷房 COP3.06
暖房 COP3.54

冷房 COP6.44
暖房 COP6.55
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電力負荷平準化対策（③ボトムアップ効果）

CO2冷媒ヒートポンプ給湯器

○夜間にヒートポンプでお湯を沸かし、昼間の給湯に使うことによるボトムアップ効果を期待。

○ヒートポンプ給湯器によるボトムアップ効果は、約243万ｋW※と試算。

CO2冷媒ヒートポンプ給湯器

CO2冷媒ヒートポンプ給湯器導入実績電気自動車（ＥＶ）

○夜間に走行に必要な電気を充電することによるボトムアップ効果

20072007年年99月月
100100万台突破万台突破

20082008年年1010月月
150150万台突破万台突破

※CO2冷媒ヒートポンプ給湯器1台あたり消費電力を1.5kWとして、導入された162万台が同時に稼働した場合
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電気料金制度による負荷平準化について電気料金制度による負荷平準化について

○一般電気事業者は、季節別時間帯別の料金メニュー、深夜の電気使用や蓄熱システム導
入によりメリットが生じる料金メニュー等、電気料金メニューの多様化によって、負荷
平準化を推進しているところ。

◆季節別時間帯別電灯・電力
季節（夏季とその他季）や時間帯別（昼間・朝晩・夜間）によって異なる電力量料金単価を

設定したもの。夏季昼間の単価が最も高く、夜間の単価が最も低い。
例：季節別時間帯別電灯（東京電力）、はぴｅタイム（関西電力）、

季節別時間帯別電力 等

◆時間帯別電灯
時間帯別（昼間・夜間）によって異なる電力量料金単価を設定したもの。昼間の単価が高く、
夜間の単価が低い。

例：時間帯別電灯［夜間８時間型］（東京電力）等

◆深夜電力
深夜の電気使用に限定して低い単価を設定。

◆蓄熱調整契約
ヒートポンプ等に蓄熱槽を組み合わせることにより、昼間の冷暖房負荷等を夜間に移行する
ことで、電気料金を割引くもの。

◇その他

最大需要電力の低下により、契約電力が下がり、基本料金の低減が見込まれる。
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太陽光パネルによる負荷平準化の効果と課題

○太陽光パネルは、昼間に発電することから、晴天時には負荷平準化（ピークカット）と同等の効果を

持つが、具体的な効果は不明。

○一方、曇りや雨天時の太陽光パネルが発電しない時には、その効果は期待できない。

○ただし、曇りや雨天時にはピーク電力が晴天時より低いため、晴天時のような大きなピークカット効

果は求められない。

○また、天候の変化等に備えてバックアップ電源が必要となり、負荷平準化の意義であるところの「電

力の安定供給の確保」、「コストの低減」には寄与しない点に留意。

〔夏の晴天時の太陽光パネルによる負荷平準化効果（イメージ）〕

電力需要電力需要
（（kWkW））

：太陽光パネルによる見かけ上の需要

太陽光発電
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低炭素電源の導入拡大と負荷平準化低炭素電源の導入拡大と負荷平準化

○原子力発電比率の向上に向け、夜間需要創出等の負荷平準化対策が重要となる。

○また、新エネルギーの大量導入や省エネが進展した場合でも、引き続き負荷平準化は必要

となる。

現状

00時時 1212時時 2424時時66時時 1818時時

太陽光発電太陽光発電

原子力発電原子力発電

水力発電（流込式）水力発電（流込式）
風力発電風力発電ボトムボトム

アップアップ

ピークカットピークカット

などなど

火力発電火力発電

蓄電池の設置、電

気自動車等

【例】電気自動車による負荷平準化

将来イメージ

求められる対応

①需要サイド： 最小需要確保、
負荷平準化、揚水動力

②供給サイド： 出力変動対策、
負荷追従、揚水発電

【例】ヒートポンプ・蓄熱技術による負荷平準化

原子力発電

水力発電（流込式）

0時 12時 24時6時 18時

風力発電

太陽光発電

水力発電

（揚水式等）

火力発電

揚水動力

水力発電（揚水式等）

・原子力、新エネの推進

・省エネの進展

0時 12時 24時6時 18時

太陽光発電

原子力発電

水力発電（流込式）

風力発電

火力発電

省エネの進展
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低炭素電力供給システムにおける電力負荷平準化について

（まとめ）

低炭素電力供給システムの実現のためには、原子力発電の推進や太陽光発
電等の新エネルギーの導入拡大が不可欠。

電力負荷平準化により夜間電力需要が創出される等により、ベース電源で
ある原子力発電の導入余地の拡大や設備利用率の向上が図られる。

電力負荷平準化効果の高いヒートポンプ蓄熱システムは、機器そのものの
効率が高いことにより、CO2排出量削減に寄与。

太陽光パネルは、昼間に発電することから、晴天時には負荷平準化（ピー
クカット）と同等の効果を持つが、天候の変化等に備えてバックアップ電
源が必要となり、負荷平準化の意義であるところの「電力の安定供給の確
保」、「コストの低減」には寄与しない点に留意が必要。

以上のことから、太陽光発電等の新エネルギーの大量導入の有無に関係な
く、引き続き負荷平準化対策を推進することによって、電力供給システム
の低炭素化を図っていくことが重要。



【一の需要場所（電気事業法施行規則第２条の２第２項関係）】

電気事業法施行規則第２条の２第２項における「一の需要場所」は、電気の事業開始地点以外の場所であって、次の各号のいずれかに該当するものとなっている。

一 一の建物内（集合住宅その他の複数の者が所有し、又は占有している一の建物内であって、一般電気事業者以外の者が設置する受電設備を介して電気の供給を受ける当該一の建物内の全部又

は一部が存在する場合には、当該全部又は一部）
二 さく、へいその他の客観的な遮断物によって明確に区画された一の構内

三 隣接する複数の前号に定める構内であって、それぞれの構内において営む事業の相互の関連性が高いもの

四 道路その他の公共の用に供せられる土地（前二号に掲げるものを除く。）において、一般電気事業者以外の者が設置する受電設備を介して電気の供給を受ける街路灯その他の施設が設置されて
いる部分

【電気自動車に対する充電サービス事業のイメージ】

○電気自動車の普及にあたっては、家庭での充電に加えて、いわゆる「充電ステーション」の整備が重要との指摘も

あり、現在、公的支援や事業化に向けた取組などが行われているところ。

○充電ステーションについては、電気自動車への充電を事業として行った場合に、電気事業法に抵触する可能性があ

るのではないかとの指摘もある。当該事業は、電気事業法における「一の需要場所」内の電気のやり取りであって

車体に内蔵された蓄電池に充電する行為であれば、現行法の解釈に照らして「需要に応じた電気の供給」にあたら

ないと考えられることから、同法における事業規制の対象外と判断される。

（※）電気系統から電気を供給する者は、

一般電気事業者（電力会社）、特定規
模電気事業者（ＰＰＳ）、特定電気事業

者 等

電気系統
（※）

電気自動車

当事者間（充電サービス事業者と電気自動車の

使用者）による電気のやり取り（点線部）

受電

蓄電池需要に応じた電気の供給（実線部）

充電設備

充電ステーション（一の需要場所）

（参考）電気自動車に対する充電サービス事業について（参考）電気自動車に対する充電サービス事業について


